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はじめに 
地震や台風、豪雨などの自然災害や、新型コロナウイルスをはじめとした感染症などのリスク

に直面するなか、企業には事業資産への影響を最小限にとどめ、事業の継続や早期の復旧が求め

られている。そのため、さまざまなリスクに対する企業活動への影響を想定し、発生後の対応措

置などを事前に準備しておくことは、事業の継続のみならず企業価値の維持・向上の観点からも

重要となっている。 

そこで、帝国データバンクは、事業継続計画（BCP）に対する企業の見解について調査を実施し

た。本調査は、TDB 景気動向調査 2020 年 5 月調査とともに行った。なお、事業継続計画（BCP）に

関する調査は、2016 年 6 月以降、毎年実施し、今回で 5回目となる。 

 

※調査期間は 2020 年 5 月 18 日～31 日、調査対象は茨城県内企業 368 社で、有効回答企業数は 181

社（回答率 49.2％） 

 

調査結果（要旨） 
 
 事業継続計画（BCP）の策定状況において、「策定している」と回答した茨城県内の企業は

21.5％（前年度比 5.7 ポイント増）となった。また、『策定意向あり』（「策定している」「現

在、策定中」「策定を検討している」の合計）も 52.5％（同 7.9 ポイント増）と調査開始以

降、最も高くなり、BCP の策定に対する意識は高まりつつある 
 
 BCP を『策定意向あり』とする県内企業のうち、事業継続が困難になると想定しているリス

クでは、「自然災害」（73.7％）が最も高かった。次いで、「感染症」（67.4％）は前年より 46.4

ポイント増と急増した。事業中断リスクに備えて実施・検討していることでは、「従業員の

安否確認手段の整備」（63.2％）がトップとなり、「情報システムのバックアップ」（50.5％）

が続いた 
 
 BCP 策定の効果について、既に策定している企業では「従業員のリスクに対する意識が向上

した」が 51.3％でトップとなり、「事業の優先順位が明確になった」（35.9％）、「業務の定型

化・マニュアル化が進んだ」（35.9％）が続いた 
 

 BCP を策定していない理由は、「策定に必要なスキル・ノウハウがない」（48.6％）がトップ。

「策定する人材を確保できない」（25.0％）、「書類作りでおわってしまい、実践的に使える

計画にすることが難しい」（25.0％）など、前年と同様の理由が上位となった。特に中小企

業からは、BCP の必要性を感じながらも策定に難しさを感じているという声が多くあがって

いる 

特別企画 ： 事業継続計画（BCP）に対する茨城県内企業の意識調査 

県内の BCP 策定企業は 21.5％、前年比 5.7 ポイント増加 

～ 『策定意向あり』企業は 52.5％で調査開始以降最高 ～ 
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1. 事業継続計画（BCP）を「策定している」県内企業は 21.5％、昨年を 5.7 ポイント上回る 

 

自社における事業継続計画（以下、BCP）の策定状況について尋ねたところ、「策定している」茨

城県内の企業は 21.5％となり、前回調査（2019 年 5 月）から 5.7 ポイント増加した。BCP を『策

定意向あり』（「策定している」「現在、策定中」「策定を検討している」の合計）とする県内企業は

52.5％（同 7.9 ポイント増）で調査開始以降最も高くなり、BCP に対する意識は高まりをみせてい

る。 

規模別でみると、「大企業」は 21.7％が BCP を策定しており、全体（21.5％）を上回っている。

しかし、「小規模企業」では 13.8％で低位にとどまっており、BCP の策定状況は企業規模で差が表

れる結果となった。 

業界別では、『金融』が最も高く、次いで『農・林・水産』『卸売』『製造』が続いた。全国の業

界別でも同様に『金融』が突出して高く、同業界は社会的な責任を背景に BCP を策定している企

業が多いことがわかる。 

事業継続計画（BCP）の策定状況 

 

 

事業継続計画（BCP）を「策定している」割合～規模・業界別～ 

 

16.2％

15.8％

21.5％

7.0％

7.2％

7.2％

21.8％

21.6％

23.8％

43.0％

43.9％

39.8％

12.0％

11.5％

7.7％

策定している 現在、策定中 分からない

2018年5月

調査

2019年5月

調査

注1：母数は有効回答企業181社。2019年5月調査は139社、2018年5月調査は142社

策定を

検討している
策定していない

2020年5月

調査
52.5％

44.6％

45.1％

注2：下線の値は『策定意向あり』（「策定している」「現在、策定中」「策定を検討している」の合計）の割合

21.7 21.5

13.8

0

10

20

30

大企業 中小企業 小規模企業

（％）

50.0

100.0

16.2

0.0

27.3 28.2

0.0
7.1

16.7

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100

農・林

・水産

金融 建設 不動産 製造 卸売 小売 運輸・

倉庫

サービス

（％）



2020/7/3

特別企画:事業継続計画（BCP）に対する茨城県内企業の意識調査

  

 3©TEIKOKU DATABANK, LTD.  

2. 想定リスクは「自然災害」がトップ、新型コロナウイルスなど「感染症」は 67.4％に急増 

 

              事業の継続が困難になると想定しているリスク 

                                 （複数回答） 

BCP を『策定意向あり』（「策定して

いる」「現在、策定中」「策定を検討し

ている」の合計）とする茨城県内の

企業に対して、どのようなリスクに

よって事業の継続が困難になると想

定しているか尋ねたところ、地震や

風水害、噴火などの「自然災害」が

73.7％となり、前年に続いて最も高

かった（複数回答、以下同）。次いで、

新型コロナウイルスの影響が広がる

なか「感染症」（67.4％）が続き、前

年より 46.4 ポイント増と大幅に高

まっている。また、「取引先の被災」

（34.7％）も同 13.7 ポイント増で高

まりをみせている。 

 想定するリスクに関する上位 2項目を規模別でみると、「自然災害」は規模が大きい企業ほど

リスクとして捉える傾向にある。一方、「感染症」は企業規模を問わずリスクと想定している様

子がうかがわれる。 

               事業の継続が困難になると想定しているリスク  

～上位 2 項目・規模別～ 

 茨城県内では 2019 年の台風 19 号に

よる自然災害や 2020 年に入り新型コロ

ナウイルス感染拡大の影響を受け、BCP

の策定を行う企業が増えつつある。 

 他方、「BCP の重要性は十分に理解で

きるが、中小企業は日々の業務に追われ

て策定する余裕がない」「策定に多くの

労力と費用がかかり、企業すべてに必要

かどうか疑問に思う」など、重要性を理

解しつつも、策定に必要な人材や時間が不足している、または費用面で策定することができな

いといった意見が多く聞かれた。なかには、BCP の存在そのものを知らないという企業もあり、

今後様々なリスクが想定されるなかで、事業継続や早期復旧などに向けた対応措置を事前に準

備しておくことの理解、認知を高めるための対策が必要になるものと思われる。 

％
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3. 事業中断リスクへの備え、「従業員の安否確認手段の整備」が 63.2％でトップ 

 

     事業中断リスクに備えた実施・検討内容（複数回答） 

BCP を『策定意向あり』（「策定し

ている」「現在、策定中」「策定を検

討している」の合計）とする茨城

県内の企業に対して、事業が中断

するリスクに備えて実施あるいは

検討している内容を尋ねたとこ

ろ、「従業員の安否確認手段の整

備」が63.2％でトップとなった（複

数回答、以下同）。次いで「情報シ

ステムのバックアップ」（50.5％）

が続いた。また、在宅勤務などの

「多様な働き方の計画」（23.2％）

は、企業の 2 割強が実施・検討し

ている結果となった。一方、「事業

中断時の資金計画策定」（33.7％）

は前回調査から 16 ポイント増加している。 

 

 

4. BCP 策定の効果、5 割以上の県内企業で「従業員のリスクに対する意識が向上」と回答 

 

事業継続計画（BCP）策定の効果（複数回答） 

 BCP を「策定している」茨城県

内の企業に対して策定による効

果を尋ねたところ、「従業員のリ

スクに対する意識が向上した」が

51.3％でトップとなった（複数回

答、以下同）。 次いで、「事業の

優 先 順 位 が 明 確 に な っ た 」

（35.9％）や「業務の定型化・マ

ニュアル化が進んだ」（35.9％）が

続いた。また、「取引先からの信頼

が高まった」（20.5％）は、前年か

ら 10 ポイント以上増加した。 
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5. BCP を策定していない理由、半数近くが「策定に必要なスキル・ノウハウがない」と回答 
 

           事業継続計画（BCP）を策定していない理由（複数回答） 

 

BCP について「策定してい

ない」茨城県内の企業にその

理由を尋ねたところ、「策定

に必要なスキル・ノウハウが

ない」が48.6％で最も高かっ

た（複数回答、以下同）。次い

で、「策定する人材を確保で

きない」（25.0％）や「書類作

りでおわってしまい、実践的

に使える計画にすることが

難しい」（25.0％）、「自社のみ

策定しても効果が期待でき

ない」（23.6％）が続いた。前

年と同様の理由が上位にあげられており、BCP 策定に向けた課題の解決が進んでいない実態がう

かがえた。BCP の必要性を感じながらも策定の難しさを指摘する声が依然として多い。 

 

まとめ 
 

2019 年は台風 19 号による被害が茨城県内各地で発生した。2020 年に入ると新型コロナウイル

ス感染症の影響が広がり、経済活動が大きく制限された。そのため、事業の継続や早期復旧を目

的とした「事業継続計画（BCP）」の策定に対する重要性は、これまで以上に高まっている。 

本調査によると、BCP を策定している茨城県内の企業は 21.5％で前年より 5.7 ポイント増加し

た。『策定意向あり』とする県内の企業は 52.5％で調査開始以降最も高くなっており、BCP 策定へ

の意識は高まりをみせている。 

BCP を策定するなかで想定するリスクとしては、県内企業の 7 割前後が自然災害や新型コロナ

ウイルスなどの感染症をあげている。このようなリスクに直面するなかで、BCP を策定した効果と

しては従業員のリスクに対する意識の向上がトップにあげられた。 

一方、BCP を策定しない理由としては、策定に必要なスキルやノウハウの不足が最も多く指摘さ

れている。前年同様の理由が上位にあげられており、人材や時間、費用の面から BCP の策定が難

しいという課題は解消されていない結果となった。 

BCP を策定している県内の企業は緩やかながらも増加傾向にある。今回の新型コロナウイルス

の感染拡大にともない、企業活動が大幅に制約されたことによる危機感を契機として、BCP の策定

はさらに進むことが予想される。 
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